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第２種兼業 

第１種兼業

専 業

〇 福岡市水産業の現状

１ 漁業生産構造

(1) 沿岸漁業の生産構造

沿岸漁業の漁家戸数は、令和５年は 360 戸となり、前年に比べて３戸（0.8%）減

少しています。 

図１－１ 沿岸漁業の漁家戸数の推移 

  沿岸漁業の漁業就業者数は、令和５年は 446 人となり、前年に比べて 11 人（2.4%）

減少しています。 

図１－２ 沿岸漁業就業者の推移 

資料：漁業協同組合報告

資料：漁業協同組合報告

専     業 ： 世帯員の中に漁業以外の仕事に従事した者がいない 
第１種兼業 ： 漁業の年間収入が漁業以外の年間収入を上回るもの 
第２種兼業 ： 漁業の年間収入が漁業以外の年間収入を下回るもの 

戸 
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沿岸漁業就業者の平均年齢及び年齢構成をみますと、令和５年の就業者全体に占める

65 歳以上の割合は 50.0%で、横ばいで推移しており、平均年齢は 61.0 歳となっています。

なお、新規就業者は、令和５年は２人となっています。 

 

図１－３ 沿岸漁業就業者の平均年齢及び年齢構成比の推移 

 

 

 

 

図１－４ 沿岸漁業の新規就業者数の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため、構成比の合計が 100％にならないことがある。 

 
資料：漁業協同組合報告 

資料：漁業協同組合報告 
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沿岸漁業の漁船隻数は、令和５年は 495 隻となり、前年に比べて４隻（0.8%）減

少しています。 

なお、平均トン数は、横ばいで推移し、平均馬力数は微増傾向となっています。 

 

 図１－５ 沿岸漁業の漁船隻数の推移 

   
 

 

 

図１－６ 沿岸漁業漁船の平均トン数及び馬力数の推移 
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資料：漁業協同組合報告 

資料：福岡県漁船統計資料 
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(2) 沖合漁業の生産構造 

 

沖合漁業の生産構造については、平成 12 年の以西底曳網の廃業以降、市内２経営

体（大中型まき網漁業・中型イカ釣漁業）で継続していましたが、中型イカ釣漁業

の市内 1 経営体は、令和４年で廃業となり、令和５年末時点で漁船隻数は４隻と 

なっています。 

漁業就業者数は、横ばいで推移しており、令和５年は 48 人となっています。 

 

図１－７ 沖合漁業就業者の推移 

 

 
資料：各業界報告 
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２ 漁業生産と経営 
 

(1) 沿岸漁業の生産 

 

沿岸漁業の生産量は、令和５年は 2,464 トンとなり、前年に比べ 344 トン（12.3%）

減少しています。また、生産金額は、令和５年は 20 億円となり、前年に比べて２億

３百万円（11.3%）増加しています。 

 

図２－１ 沿岸漁業の生産量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２－２ 沿岸漁業の生産金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：漁業協同組合報告 

資料：漁業協同組合報告 

※端数処理のため、構成比の合計が 

100％にならないことがある。 

※端数処理のため、構成比の合計が 

100％にならないことがある。 
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カワハギ
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その他

（タチウオ、ワカメ、コノシロ

等）

45.9％

令和５年の沿岸漁業生産量上位７魚種は、生産量の多いものから、タイ、ブリ、 

サワラ、ノリ、イカ、カワハギ、ヒラメとなっています。 

沿岸漁業生産量上位７魚種で全体の 54.1％を占めています。 

 

表２－３ 沿岸漁業の主要魚種（生産量上位７魚種） 

 

区分 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

１位 タイ 690 タイ 682 ブリ 551 タイ 443 タイ 435 

２位 ブリ 457 ブリ 416 タイ 476 ブリ 306 ブリ 378 

３位 カワ

ハギ 

452 コノ
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177 サワ
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198 サワ
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137 
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149 イカ 108 

６位 サワ

ラ 

161 サワ
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209 イカ 141 タコ 124 カワ
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82 
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シロ 

122 ヒラ
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82 
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他 

1,490 その

他 

1,410 その
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1,493 その
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1,307 その
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1,131 

  計 3,767 計 3,643 計 3,294 計 2,808 計 2,464 

 

 

 

図２－４ 沿岸漁業の生産量上位７魚種の構成比（令和５年） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

資料：漁業協同組合報告 

資料：漁業協同組合報告 

 

（単位：トン） 

※端数処理のため、構成比の合計が 

100％にならないことがある。 
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資料：漁業協同組合報告 

（2）養殖漁業の生産金額 

 

  養殖漁業の生産金額は、令和５年はワカメが 445 万円、ノリが１億 1,706 万円、カ

キが 5,497 万円となり、ワカメは前年より 413 万円減少（48.1％）、ノリは前年より

4,626 万円増加（65.3％）、カキは前年より 1,477 万円増加（36.7％）しています。 

 

図２－５ ワカメ養殖生産金額の推移 

 

 

図２－６ ノリ養殖生産金額の推移 

 

 

図２－７ カキ養殖生産金額の推移 

 

資料：漁業協同組合報告 

資料：漁業協同組合報告 
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(3) 沖合漁業の生産 

 

沖合漁業の生産量は、令和５年は 5,391 トンとなり、前年に比べて 1,047 トン

（24.1%）増加しています。 

また、生産金額は、令和５年は 11 億７千４百万円となり、前年に比べ３億５千６

百万円（43.5%）増加しています。 

 

図２－８ 沖合漁業の生産量の推移  

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

図２－９ 沖合漁業の生産金額の推移  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各業界報告 

資料：各業界報告 
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(4) 漁業経営 

 

福岡市沿岸漁業の漁家 1 戸当たりの漁労収入の推移をみますと、令和５年は 5,555

千円／戸となり、前年に比べて 604 千円／戸（12.2%）増加しています。 

次に、漁労支出（漁労収入を得るために要した燃料費、漁船・漁具費などの経費）

と漁労所得（漁労収入から漁労支出を差し引いた利益）について、国の調査を基に推

計してみますと、福岡市の令和５年の漁労収入 5,555 千円／戸のうち、漁労支出は

4,136 千円／戸（74.4%）、漁労所得は 1,419 千円／戸（25.6%）となります。 

    

図２－10 沿岸漁業の漁労収入 推計値の推移（福岡市） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 参 考 ≫   漁労支出の項目別構成割合の推移（東シナ海区） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省｢漁業経営調査報告」 

 

※東シナ海区の個人経営体による漁船漁業の平均 

資料：漁業協同組合報告、水産庁「水産白書｣ 

 

※漁労収入＝総生産額÷漁家戸数 

※「漁労支出」及び「漁労所得」の割合は、沿岸漁船漁家（個人経営体）の１０ｔ未満の全国平均による推計。 
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(5) 漁業用燃油価格 

 

漁業用の燃油（漁業用Ａ重油）の価格は、平成 28 年３月の 56.0 円/㍑以降は上

昇していましたが、令和２年５月に 56.0 円/㍑に下落、以降に再度上昇し、令和６

年９月時点では 103.0 円/㍑となっています。 

国では、燃油価格高騰時の対策として、「漁業経営セーフティネット構築事業」に

より、燃油価格が高騰した際の影響緩和を図ることとしています。 
 

  図２－11 漁業用Ａ重油価格の推移 
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資料：水産庁 
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３ 魚価と流通 
 

(1) 魚 価 

 

福岡市の漁業者が漁獲した魚価（水産物の価格）は、沿岸漁業平均で、令和５年は

812 円／㎏となり、前年に比べて 172 円／kg (26.9%) 上昇しています。 

また、沖合漁業平均では、令和５年は 218 円／kg となり、前年に比べて 30 円／kg

（15.9%）上昇しています。 

 

図３－１ 沿岸漁業の主要漁業種別魚価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 沖合漁業の漁業種別魚価の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：漁業協同組合報告 

資料：各業界報告 
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図３－３ 沿岸漁業主要魚種の魚価推移 
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(2) 沿岸漁獲物の流通 

 

令和５年の沿岸漁獲物の流通状況をみますと、生産量 2,464 トンのうち、鮮魚・活

魚向けが 2,302 トン、加工向けが 162 トンとなっています。 

鮮魚・活魚の出荷先としては、福岡市中央卸売市場（福岡市鮮魚市場）に 84.5％、

志賀島及び姪浜の地方卸売市場に 5.2％、他都市の市場に 3.9％、直接販売が 6.4％

となっています。加工向けは全量が地元漁協で加工され、塩ワカメに 30.2％、ヒジ

キに 1.2％、加工ウニに 0.3％、乾ノリに 68.3％となっています。 

 

図３－４ 沿岸漁獲物の流通状況 

 

 資料：漁業協同組合報告 
※ ％は「鮮魚・活魚向け」の構成比、()内は令和４年の構成比 

※ 端数処理のため、構成比の合計が 100％にならないことがある。 
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(3) 沖合漁獲物の流通 

 

沖合漁獲物の令和５年の流通状況をみますと、1.4％が博多漁港に、残りの 98.6％

が市外の漁港に水揚げされています。博多漁港に水揚げされた漁獲物は、福岡市中央

卸売市場（福岡市鮮魚市場）に上場され、福岡都市圏や県内はもとより、関東、関西

などへ出荷されています。 

 

表３－１ 沖合漁獲物の漁港別水揚げ量 

 

 

 

資料：各業界報告 

区 分 水揚量 構成比 

博多漁港 76 ﾄﾝ  1.4 %  

市外の漁港 

（松浦、唐津、長崎など） 
5,315 ﾄﾝ  98.6 %  

計 5,391 ﾄﾝ  100.0 %  
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４ 水産物の輸出入・消費 
 

 (1) 水産物の輸入 
図４－１我が国の水産物輸入量の推移                                            

我が国の水産物輸入量は、令和５年は 215

万 6 千トンとなり、前年に比べて 66 千トン

（3.0％）減少しています。主な輸入相手国

は、中国、チリ、アメリカ、べトナム、ノ

ルウェーなどで、輸入品目は、さけ･ます、

かつお・まぐろ類、たら類（すり身含む）

などとなっています。 

博多港及び福岡空港の輸入状況をみます

と、水産物輸入量は、令和５年は約 13 万 8

千トンで、前年に比べて約 1 万 3 千トン

（10.0％）増加しています。主な輸入相手

国は、中国、アメリカ、ロシア、ノルウェ

ー、インドネシアなどとなっています。 

 

図４－２ 博多港及び福岡空港の水産物輸入量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－３博多港及び福岡空港の水産物輸入量の国別割合 
 

  
 
 
 
 
 
 

資料：水産庁「水産白書」 

資料：財務省「貿易統計」 

資料：財務省「貿易統計」 

千トン 
千トン 
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割    合

生きているもの 0.2%

生鮮・冷蔵 1.6%

冷凍 44.9%

　(さば) (4.6%)

  (肝臓・卵・しらこ) (18.3%)

 （その他） (22.0%)

おろしたもの，その他魚肉 21.6%

乾燥・くん製等 0.3%

甲殻類・軟体類等 14.6%

魚介類のかん詰等 16.8%

100.0%合計

魚

区     分

 
博多港及び福岡空港の水産物輸入量の内訳をみますと、博多港では、冷凍の魚が

44.9%を占め、特に肝臓・卵・しらこ類が全体の 18.3％を占めています。 

 福岡空港では生鮮・冷蔵の魚が 49.7％を占め、さけが 49.6％となっています。 

 

表４－１博多港の水産物輸入量の内訳    表４－２福岡空港の水産物輸入量の内訳 
    

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市鮮魚市場の海外産生鮮水産物の取扱状況については、令和５年度は 2,438 トンあ

り、その内訳は、韓国からの生鮮水産物が 1,868 トンで、前年に比べて 172 トン（10.1

％）増加し、海外産生鮮水産物の輸入量の 76％を占めています。また、中国からの生鮮

水産物は 187 トンあり、８％を占めています。韓国からは、サワラ、マグロ、ブリ、サバ

などが主に輸入されています。 

                                          
図４－４ 鮮魚市場の生鮮水産物輸入量   図４－５  鮮魚市場の生鮮水産物輸入先 

の推移                  国別割合 
   
 

 
  
 
 
  
 
 
 
 
 

資料：福岡市鮮魚市場 

資料：財務省「貿易統計」 

割   合

生きているもの 16.4%

生鮮・冷蔵 49.7%

  (さけ) (49.6%)

  (まぐろ) (0.0%)

  (その他) (0.1%)

冷凍 0.0%

おろしたもの，その他魚肉 29.0%

乾燥・くん製等 0.1%

甲殻類・軟体類等 4.7%

魚介類のかん詰等 0.1%

100.0%合計

魚

区    分
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(2) 水産物の輸出

図４－６我が国の水産物輸出量の推移 

我が国の水産物輸出量は、令和５年は 47

万 6 千トンとなり、前年に比べて 15 万８千

トン（24.9％）減少しています。主な輸出相

手国は、ベトナム、タイ、韓国、中国、アメ

リカなどで、輸出品目は、いわし、ホタテ貝、

さば、ぶり、真珠などとなっています。

博多港及び福岡空港の輸出状況をみます

と、水産物輸出量は、令和５年は約６万８千

トンで、前年に比べて約１.2 万トン（15.1%）

減少しています。主な輸出相手国は、ベトナ

ム、タイ、韓国、中国、アメリカなどとなっ

ています。

図４－７ 博多港及び福岡空港の水産物輸出量の推移

図４－８水産物輸出量の国別割合

資料：財務省「貿易統計」

資料：水産庁「水産白書」

資料：財務省「貿易統計」

千トン 

千トン
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割合

生きているもの 1.4%

生鮮・冷蔵 69.1%

  (まぐろ) (0.7%)

  (その他) (68.4%)

冷凍 0.2%

おろしたもの，その他魚肉 26.7%

  (ぶり) (24.4%)

  (その他) (2.3%)

乾燥・くん製等 0.0%

甲殻類・軟体類等 1.7%

魚介類のかん詰等 0.9%

100.0%

区分

合計

魚

 

また、博多港及び福岡空港の水産物輸出量の内訳をみますと、博多港では、さば、あ

じなどの冷凍の魚が 68.7％を占めています。 

福岡空港では、生鮮・冷蔵の魚が 69.1％、ぶりのフィレなどのおろしたもの、その

他の魚肉が 26.7%となっています。 

 
表４－３博多港の水産物輸出量の内訳   表４－４福岡空港の水産物輸出量の内訳 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                      

(3) 水産物の自給率 

  

  我が国の食料自給率（熱量ベース）は、令和５年度は 38％となっています。 

  また、令和５年度は魚介類、食用魚介類の自給率（重量ベース）は、それぞれ 

52％、54％となっています。 
 

図４－９  魚介類の自給率（全国）の推移 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「食料需給表」 

資料：財務省「貿易統計」 

※魚介類、食用魚介類は重量ベース、食料自給率は熱量ベース 

割    合

生きているもの 0.1%

生鮮・冷蔵 1.8%

冷凍 68.7%

　(さば) (36.1%)

  (肝臓・卵・しらこ) (0.6%)

 （その他） (32.0%)

おろしたもの，その他魚肉 10.7%

乾燥・くん製等 0.1%

甲殻類・軟体類等 17.0%

魚介類のかん詰等 1.5%

100.0%

魚

合計

区     分
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(4) 水産物の消費 

 
福岡市の年間１人当たりの魚介類支出額をみますと、令和５年は約２万１千７百円

となり、前年に比べて１千２百円（5.2％）減少しています。また、食料全体の支出

額に占める魚介類支出額の割合は、6.1％となり、前年に比べ 0.9 ポイント減少して

います。 

 

図４－10 年間１人当たり魚介類支出額の推移 
 

     
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

全国における世帯主年齢別の年間１人当たり魚介類支出額を見ますと、若い年齢層ほ 

ど支出額が低いという傾向となっています。 

 
図４－11 世帯主年齢別年間 1 人当たり魚介類支出額（全国） 

  
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「家計調査年報」 
※二人以上の世帯 

 

資料：総務省「家計調査年報」 
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図４－12 年間１世帯あたり食料支出額に占める魚介類支出額等の割合の推移 (全国)  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－13 年間１世帯あたり食料支出額に占める魚介類支出額等の割合の推移 (福岡市) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「家計調査年報」 

資料：総務省「家計調査年報」 
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(5) 消費拡大の取組 

 

本市では、農林水産関係団体との共働により生産者と消費者との交流を図る「福岡

市農林水産まつり」の開催や、福岡市鮮魚市場において、年に６回「市民感謝デー」

として市場の一部を市民に開放し、魚介類などの販売を行うとともに、料理教室を開

催する団体からの申し込みに対し、鮮魚代等を補助する料理教室サポート事業などに

より、魚食普及、水産物の消費拡大に取り組んでいます。 

また、学校給食への地元水産物の導入についても積極的に取り組んでおり、弘わか

め、姪浜ののり製品、玄界島のぶりの切り身・ぶりフライ、小呂島のぶりフレークな

どが提供されています。 

 
表４－５ 福岡市による消費拡大の取組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事　業　名 令和５年度実績 令和６年度実績

●福岡市農林水産まつり 11月11日（土）開催 11月９日（土）開催

●料理教室サポート事業

令和5年4月15日（土）、5月15日（月）、6月15日
（木）、7月8日（土）、7月15日（土）、9月15日
（金）、10月11日（水）、10月21日（土）、10月28
日（土）、11月17日（金）、11月21日（火）、12月2
日（土）、12月15日（金）、令和6年1月26日
（金）、2月15日（木）、3月2日（土）、3月15日
（金）
※申請に基づき事業を実施

令和6年4月15日（月）、5月14日（火）、6月15日
（土）、7月１１日（木）、8月17日（土）、9月13日
(金)、10月10日(木)、10月19日（土）、10月26日
（土）、11月15日(金)、12月12日(木)、12月19日
(木)、令和7年1月18日(土)、2月7日(金)、2月22
日(土)、3月15日(土)
※申請に基づき事業を実施

●学校給食への地元水産物の導入

　（小中学校、総計）

●見て・来て・食べて浜の活性化事業

【経営基盤の強化】
・朝市・夕市の実施
・唐泊恵比須カキ小屋の営業(R５年11月１日～
R６年３月末まで)
・西浦さかなまつり６月18日(日)実施

【消費拡大の推進】
・漁業体験７月22日(土)実施
・料理教室（公民館等）・調理実習（中学校）へ
食材を提供
・プレミアム付商品券販売(200冊)
・地元水産物フェアの開催（イカ、タイ、カキ、ヒラ
メ）

【経営基盤の強化】
・朝市・夕市の実施
・唐泊恵比須カキ小屋の営業(R６年11月１日～
R７年３月末まで)
・西浦さかなまつり６月16日(日)実施

【消費拡大の推進】
・漁業体験７月27日(土)実施
・地元水産物フェアの開催（イカ、アナゴ、タイ、
ブリ・クエ、カキ、ヒラメ）

●鮮魚市場市民感謝デー
令和5年4月8日（土）、5月13日（土）、6月10日
（土）、10月14日（土）、11月11日（土）、12月9日
（土）

令和6年4月13日（土）、5月11日（土）、6月8日
（土）、10月12日（土）、11月9日（土）、12月14日
（土）

【令和５年度】
・姪浜味付けのり
・姪浜のりのふりかけ（梅あられ）
・姪浜のりの梅ふりかけ
・弘わかめ
・姪浜焼きのり
・小呂島産ぶりフレーク
・ぶり切り身
・ぶりフライ
・福岡ギョロッケ
・フィッシュメンチカツ

【令和６年度】
・姪浜味付けのり
・姪浜のりのふりかけ
・姪浜のりの梅ふりかけ
・弘わかめ
・姪浜焼きのり
・姪浜きざみのり
・小呂島産ぶりフレーク
・ぶり切り身
・ぶりフライ
・福岡ギョロッケ
・フィッシュメンチカツ
・真鯛（次代へつなぐ地産地消推進事業）
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また、福岡市漁協では、水産物の消費拡大や市民に海や漁業への理解を深めてもら

うため「朝市・夕市」などの直販事業を実施するとともに、福岡市漁協ホームページ

などを通じて、直販事業のＰＲや旬の水産物の紹介など情報発信を行っています。 

 

表４－６ 福岡市漁協による消費拡大の取組（Ｒ６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－14 福岡市漁協等による直販場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事　業　名　等 開催日・営業時間 備　　考

●朝市・夕市等

　　　　姪浜の朝市　　　　 　　(H6.5～） 毎週日曜日　5:30～

　　　　伊崎のおさかな夕市　(H6.9～） 毎週土曜日　14:55～

　　　　弘の夕市　　　　　　　　(H7.5～） 5～12月の第2・第4土曜日　14:00～

　　　　志賀島の朝市　　　　　(H21.11～） 4～12月上旬の第1・第3日曜日　7:30～

●直販施設・直販店

●西浦さかなまつり

●博多湾での漁業体験「漁船でGo!姪浜」

※開始後、約30分から1時間程で完売
※休市の情報は福岡市漁協HP参照
URL：https://fukuokashigyokyo.com/

６月16日(日)実施

７月27日(土)実施

　唐泊恵比須かき　カキ小屋（唐泊）

営業期間　11月１日～3月31日
営業時間  平日11:00～17:00
　　　　　　（土日祝は18:00まで営業）
定休日　火曜日，年末年始
　　　　　（火曜日が祝日の場合は営業）

        西浦ひもの通り 大洋丸のお魚、弥の魚卓、極海 KIWAMI

詳細は福岡市漁協HP参照
URL：https://fukuokashigyokyo.com/
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(6) ブランド化の取組 

 

漁業者の所得向上や販売促進等を図るため、水産物の知名度や信頼性を高める付加価

値向上に取り組んでいます。 

志賀島特産の「金印汐わかめ」と「唐泊恵比須かき」は商標登録を行い、ブランドと

しての確立を図っています。また、「唐泊恵比須かき」については令和６年 10 月 25

日に、日本発の水産エコラベルであるＭＥＬ認証を取得しました。これを契機として「魚

のおいしいまち福岡」のサステナブル・シーフードとして、より一層の販路拡大・認知

度上昇が期待されます。 

 

表４－７ 商標登録の実績等 

 

登録(出願)名 支所 商標登録 

金印汐わかめ 志賀島 Ｓ47 年５月 

唐泊恵比須 唐泊 Ｈ15 年５月 

 

唐泊恵比須かき 
（垂下式、バスケット式） 

唐泊 
Ｒ６年 10 月、ＭＥＬ認証

取得 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

         金印汐わかめ          唐泊恵比須かき 
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５ 漁場環境 
 
(1) 海水温の上昇 
 
  福岡県水産海洋技術センターの調査によると、筑前海における海水温は、平成 10

年以降高水温期といわれています。福岡市沿岸漁業の魚種別生産量の推移を見ます

と、サワラなどの暖水性魚種は増加傾向にあり、カレイやイカなどの寒水性魚種は減

少傾向にあります。 

 
図５－１ 玄界島沖 10m の海水温と福岡地方の気温の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

図５－２ 増加・減少傾向にある沿岸漁業の主要魚種別生産量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

                          

資料：漁業協同組合報告 

資料：福岡県水産海洋技術センター・福岡管区気象台 
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(2) 博多湾の赤潮 
 

博多湾は、東西に長い袋状の内湾で、湾口部が狭いため外海水との交換が行われに

くい閉鎖性海域であることに加え、流域の負荷が流入しています。このため、夏季に

は湾奥部を中心に赤潮が発生しています。 

令和５年の発生件数は５件で、延べ日数では 60 日となっています。 

 
表５－１ 博多湾の赤潮発生件数等の推移 

 

 
 
 
 
 
 
(3) 漁業者による環境保全活動 

 

博多湾は、幼魚・稚魚が育つ貴重な生息場所ですが、河川等から流れてきたごみが

海底に沈んでおり、漁場生産力を低下させる要因にもなっています。小型底びき網漁

船が、操業中に海底から引き上げたごみを各港に持ち帰っていますが、市では、各港

にごみ集積用コンテナを設置し、漁業者が回収したごみの処分を行っています。    

また、福岡市漁協でも、青壮年部が中心となって海底ごみを引き上げる一斉清掃活

動「博多湾漁場クリーンアップ作戦」を実施しています。 

なお、令和５年度も引き続き、一斉清掃の取組みや博多湾の海底ごみの現状につい

て知ってもらう市民啓発を行い、海底ごみ削減に係る意識の醸成を図っております。 

 

(4) 植林活動等 

 

森林から供給される水は、ミネラル分を含み豊かな漁場を育むことから、漁業者や

林業関係者、市民ボランティア団体等が共働で、クヌギやヤマザクラなどの広葉樹を

植林する「森と海の再生交流事業」を実施しています。令和４年度は、早良区大字西

で 98 人の参加を得て、505 本の植林を行いました。 

なお、令和５年度は、７・８月の大雨の影響で植林適地が確保できなかったため、

事業を中止しております。 

 
表５－２ 森と海の再生交流事業 事業実績 

区  分 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

場  所 早良区西 

中止 

西区今津 早良区西 大雨の影響

で植林適地

が確保でき

ず中止 

面  積 ha 0.2 
松葉かき

海岸清掃 
0.17 

  
※森と海の再生交流事業実行委員会主催 

 
 

資料：水産庁九州漁業調整事務所 

区　分 R１年 R２年 R３年 R４年 R５年
発生件数 件 5 3 3 3 5
延べ日数 日 74 72 131 70 60
漁業被害 件 － － － － 1
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(5) その他の保全活動 
 

 近年、本市沿岸海域では海水温の上昇などに伴い魚類による海藻の摂食期間が長期化

するなど、新たな課題が生じていることを踏まえ、平成 30 年度からは水産生物の生育

場となる藻場の維持増大や、複数の種が混生し年間を通して繁茂する藻場を維持するた

め、ホンダワラ類の母藻投入などによる藻場造成を実施しています。 

令和４年度からは、漁業者や学識経験者からヒアリングを行い、藻場が減少している

箇所にて、海藻種苗を設置などにより藻場の再生・拡大を図る、「海の森づくり事業」

や、漁場環境の状況を調査し、漁業者による保全活動の効率化や、調査結果をホームペ

ージなどで市民へ公開することで市民意識の醸成を図る、「漁場環境の見える化」を実

施しています。 
 
 

(6) 博多湾への入港隻数 
 
博多湾には、国際拠点港湾に指定されている博多港があり、船舶の入港隻数が令和５

年で約２万５千隻、その中に 1 万トン級以上の大型船舶が 1,733 隻含まれており、頻繁

な船舶の航行や大型船の停泊に伴う錨跡など漁業活動への支障や操業上の安全につい

て危惧されています。このため、大型船舶による漁業の安全操業対策として、注意喚起

チラシの作成・配布や市関係部署による情報交換・情報共有などを行っています。 

 

図５－３ 博多港への船舶入港隻数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料：博多港統計年報 

隻 
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隻 第七管区内海難漁船数
うち福岡担任水域

(7) 沖合水域の漁場環境 
 

博多湾から沖合の海底地形は、全体的に傾斜が緩やかで天然礁も多く、対馬海流の

影響を受け全国的にも屈指の好漁場となっています。 

また、同水域では“海の畑づくり”として、人工魚礁の設置や築いそによる漁場造

成が行われており、ごち網漁業、一本釣漁業、はえ縄漁業、刺網漁業、まき網漁業な

ど多種多様な漁業が営まれています。 

 

 

(8) 海難事故の状況 

 

第七管区内の海難事故は、令和５年で 324 隻発 

生し、そのうち漁船の海難事故は 81 隻（全体に占 

める割合は 25.0％）となっています。 

国土交通省、水産庁、海上保安庁、警察庁が共同で更なる海難防止の強調運動に取

り組んでいます。また、平成 30 年 2 月から、小型船舶のすべての乗船者にライフジ

ャケットの着用が義務化されています。 

 

図５－４ 第七管区での漁船海難数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

≪ 参 考 ≫ 漁船を含む全海難数の推移         （単位：隻） 
  

 

 

 

 

資料：福岡海上保安部 

  R1 R2 R3 R4 R5 

第七管区 342  333  338  310  324  

うち福岡 43  37  43  33  36  
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６ 漁港・漁業地区の整備 
 

(1) 漁港、船だまりの整備 
 

本市には、全国有数の取扱高を誇る特定第３種漁港の博多漁港をはじめ、沿岸漁業

の根拠地として、それぞれの漁業地区に漁港・船だまりが整備されています。 

各漁業地区においては、「安全で使いやすい漁港づくり」を推進するために、外郭

・係留施設等の改良や老朽化に伴う保全工事のほか、水産鮮度保持施設や共同作業施

設などの整備が行われています。 

表６－１ 漁港及び船だまり 

漁港の種類 地   区 管 理 者 

第 1 種 弘、奈多、浜崎今津 福 岡 市（農林水産局） 

第 2 種 志賀島、唐泊、西浦、玄界島 福 岡 市（農林水産局） 

特定第 3 種 博多 福 岡 市（農林水産局） 

第 4 種 小呂島 福 岡 県 

船 だ まり 箱崎、伊崎、姪浜、能古 福 岡 市（港湾空港局） 

○漁港漁場整備法第５条（漁港の種類） 

第１種漁港：その利用範囲が地元の漁業を主とするもの。 

第２種漁港：その利用範囲が第１種漁港よりも広く、第３種漁港に属さないもの。 

第３種漁港：その利用範囲が全国的なもの。 

第４種漁港：離島その他辺地にあって漁場の開発又は漁船の避難上特に必要なもの。 

○同法第 19 条の３ 

特定第３種漁港：第 3 種漁港のうち水産業の振興上特に重要な漁港で政令で定めるもの。 

○港湾法第２条第５項第１号 

船だまり：港湾施設である水域施設（航路、泊地、船だまり）をいう。 
 

             

図６－１ 漁港及び船だまりの位置 
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取 扱 金 額 取 扱 数 量

（単位：億円） （単位：千トン）

焼津 509 1 釧路 189
博多 484 2 銚子 189
長崎 336 3 境港 120
銚子 273 4 焼津 119
境港 245 5 長崎 110

気仙沼 233 6 石巻 98
石巻 208 7 松浦 92
三崎 189 8 広尾 88
枕崎 187 9 枕崎 69
松浦 181 10 気仙沼 65

漁　　港 順　位 漁　　港

 

（2) 博多漁港 

 
福岡市の漁港・船だまりのうち博多漁港は、鮮魚市場を中央に擁し、沿岸漁業だ

けでなく沖合漁業の基地となっており、全国に 13 ある特定第３種漁港のなかでも有

数の取扱高を誇っています。 

 

表６－２ 全国主要漁港の年間取扱高の比較（令和５年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図６－２ 博多漁港の水産物取扱量の推移    図６－３ 博多漁港の水産物取扱金額の推移 
     
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 資料：博多漁港港勢調査 

 
資料：博多漁港港勢調査 

 

資料：八戸市水産事務所 
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国が定めた高度衛生管理基本計画に基づき、博多漁港の陸揚げ岸壁と荷さばき所

を対象範囲とし、取り扱われる水産物についての高度な衛生管理体制の確立及び大

規模地震等災害発生後、速やかに水揚げが再開できる「災害に強い漁港・市場づく

り」を図るため、荷さばき所の整備及び陸揚げ岸壁の耐震強化を一体的に行ってい

るところです。 
 

 (3) 漁業地区の整備 
 

本市沿岸漁業が営まれている漁業地区は、都市部や周辺地域、島しょ部に 12 地区

があり、それぞれ特色ある地域を形成しています。 

その中で、都市部を除いた漁業地区の生活環境の向上を目的として、弘、唐泊、

西浦、玄界島、小呂島の５地区では、地区毎に生活排水の処理を行う集落排水処理

施設の整備を平成 15 年度まで行い、現在、計画的な更新を実施しているところです。 

 

 (4) 漁業協同組合 

 

福岡市漁業協同組合は、平成 29 年 4 月に浜崎今津支所を姪浜支所浜崎今津出張所

とし、1 漁協 11 支所となっています。 

同組合は、事業収益の伸び悩みなどから、厳しい経営状況が続いていており、今

後更なる経営基盤の強化が求められています。 

なお、平成 20 年３月に福岡県漁協組織再編協議会において、糸島地区から北九州

・遠賀地区までの筑前海区（当時 11 漁協 32 支所）を 1 漁協へ再編することが決め

られています。現在、筑前海区の漁業協同組合は７漁協 34 支所となっています。 

 

表６－３ 本市の漁業協同組合の状況 

 ※令和６年３月 31 日現在 資料：漁業協同組合業務報告書、水産業協同組合統計表 

  （単位：人、千円） 

区  分 令和５年度 

 （参考）令和５年度 

 

県内平均 

(1 漁協当た

り) 

全国平均 

(1 漁協当たり) 

 正組合員数 335  99 127 

 准組合員数 76  22 166 

総組合員数 411  120 293 

職   員   数 76  8 13 

購買供給高 517,210  127,679 239,794 

販売取扱高      1,937,354  824,905 1,612,406 
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７ 市民と水産業 
 

(1) 市民と海洋性レクリエーション 

 

近年、海洋性レクリエーションは多様化し、釣りや潮干狩りなどの遊漁をはじめ、

ヨット、水上オートバイ、ダイビングなどが盛んに行われています。 

これら海洋性レクリエーションの進展に伴い、漁業との海面利用をめぐる調整が必

要な状況が生じており、関係機関と協議・調整しながら対応などを検討しています。 

プレジャーボートの隻数については、令和５年は 2,415 隻となっており、近年横ば

いで推移していますが、一部公共水域への船舶などの放置も見られます。 

 

図７－１ 福岡市のプレジャーボート隻数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の海洋性レクリエーションの場である海づり公園は、令和５年度の来園者数は

44,044 人となっております。来園者数は、新型コロナウイルス感染症の影響による

減少から回復傾向にありますが、令和４年度に比べて 1,594 人（3.5％）減少してい

ます。 

海づり公園は、桟橋での海釣りに加え、マダイなどの海洋釣堀が体験できるほか、

釣り教室や釣り大会などのイベントを開催し、初心者から経験者まで、様々な方に釣

りを楽しんでいただける施設となっています。 

今後もさらに多くの方々に海づり公園を利用していただくため、福岡市内の小中学

校・公民館などへの PR チラシの配布、市政だよりやホームページ、SNS の活用など

様々な方法で積極的に情報発信を行って参ります。 

図７－２ 福岡市海づり公園の来園者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福岡市海づり公園 

資料：日本小型船舶検査機構 
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 博多湾には、浜崎今津、能古島、室見川河口域、多々良川河口域、和白干潟など潮干

狩りができる場所があり、市民のレクリエーションとして人気があります。このうち、

浜崎今津と能古島の海岸では、福岡市漁協が有料の潮干狩りを実施しています。 

なお、アサリの資源量減少のため、能古島では平成 28 年から島民にのみ解放してお

り、浜崎今津では令和２年から潮干狩りを休止しており、現在も継続しています。 

アサリは、重要な水産資源であるとともに水質浄化機能に優れ、博多湾の水質保全に

も寄与しています。 

平成 24 年８月１日からは、３センチ以下のアサリ採捕禁止に加え、アサリの資源保

護のために室見川河口域とシーサイドももち海浜公園で、じょれんの使用を禁止するア

サリ採捕規制が施行されています。

図７－３ 潮干狩り入場者数の推移 

(2)内水面漁業

福岡市の内水面漁業は、平成 20 年３月末に室見川漁業協同組合が解散し、現在は、

室見川しろうお組合がシロウオの採捕などを行っています。 

令和５年については、資源保護の観点から、中止しております。 

図７－４ 室見川のシロウオ生産量の推移 

資料：室見川しろうお組合報告

資料：漁業協同組合報告
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(3) 水産業・漁村の有する多面的機能 

 

≪地域社会の形成・維持≫ 

福岡市の水産業や漁村（漁業地区）は、漁業者をはじめとして地域住民が居住し、

漁業生産活動が継続的に行われることを通して、さまざまな役割を果たしています。 

 

  ≪水産物の安定供給≫ 

本来的機能として、市民に新鮮な魚介類を安定的に供給しており、全国的に定着し

ている「魚がおいしいまち福岡」のイメージにも大きく寄与しています。 

 

≪自然環境保全≫ 

自然環境の面から見ると、福岡市の生活排水に含まれる窒素やリンなどの栄養塩

は、博多湾に放流され、赤潮などの問題を発生させる原因にもなりますが、植物プラ

ンクトンから魚介類につながる食物連鎖により固定され、漁獲されることで循環して

おり、特に、湾内で養殖されるノリ・ワカメは栄養塩を直接消費し、物質循環を補完

しています。 

また、近年、筑前海において、海藻群落の衰退が顕著になっておりますが、藻場は、

魚介類の産卵場・生息場であり、海の生物の生活史において不可欠な場所であるとと

もに、海藻自身がその生育に栄養塩を取り込むため、海の浄化にも役立っています。  

あわせて、漁業者は有害生物の駆除や海底ごみの回収などの環境保全に大きく貢献

しています。 

   

≪交流の場の提供≫ 

 都市部に住む市民にとって、潮干狩りや、遊漁船に乗っての遊漁は非日常的な楽し

みであり、海洋性レクリエーションや体験学習の場を提供しています。 

 

≪海の安全・安心の提供≫ 

海難事故発生の際、漁業者は救助活動などに大きな役割を果たすとともに、油流出

事故の際、多くの漁業者が油回収活動などに活躍しています。 

また、赤潮や有害生物の大量発生など海の異常現象の多くは漁業者によって早期に

発見されています。 

 

このように、福岡市の水産業や漁業地区は、魚介類の提供のほかにも、市民の生活

に様々な役割を担っています。 
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